
近年、日本は気候変動の影響等による自然災害の凶暴化にさ
らされ、事業者の災害に対する備えの必要性が高まってい

ます。持続可能な企業経営には、自然災害からの被害を軽微にす
る事前対策、被災後の復旧対策を組み上げる計画、事業継続計画

（BCP）の策定が不可欠です。三浦のぶひろは昨年来、中小企業
BCP策定割合の向上を推進。本年、新型コロナにより、企業の経
営環境が激変。自然災害以外のリスクが顕在化。そこで、即座に
BCPの中に感染症を含めたリスク管理、
サプライチェーンのリスクヘッジを含め
た策定支援を強く訴え、予算化を実現！
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“誰一人取り残さない”社会へ！国 民に分 断を 生まない 政 治を！
日本は今、戦後経験したことのない最も厳しい新型コロナウイルス感染症との戦いの渦中にあります。感染症で犠牲となられ
た方に哀悼の意を表すとともに、闘病中の方々にお見舞いを申し上げます。また、社会を支える全てのエッセンシャルワーカー
の皆様に心から感謝申し上げます。国内での感染症拡大が深刻になり、3月学校の休業要請、4月緊急事態宣言が発令。感染症
拡大防止へ、人と人との接触を限りなく減らすための外出制限、休業要請を国民の皆様にお願いし、ご協力をいただきました。
ウィズ／アフターコロナの日本に、安全安心な新しい社会、生活様式を迅速に構築していくことが政治の責務。三浦のぶひろは、
誰一人取り残さず、分断を生まない政治を進め、生活、経済の現場に具体的な政策結果を届け続けるため働き抜いて参ります。

家計を守る10万円の一律給付実現！

新型コロナウイルス感染症でかわる世界

1月27日、公明党は政府に先がけて、新型コロナウイルス感染
症対策本部を設置。感染防止と経済を守る対策に全力。同時に
当初予算成立に向けて総力戦。
3月27日、令和2年度予算の早期成立を実現。即座に感染症対
策のための令和2年度第1次補正予算に必要な項目の計上へ、議
論を加速しとりまとめ。
3月31日、緊急経済対策を安倍総理に提言。「迅速な現金給付、
一人あたり10万円の支援を行うこと」がメイン。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 3月31日
公明党の緊急経済対策提言、斉藤幹事長、石田政調会長を筆頭に安倍
総理へ。
提言は⃝家計を支えるための生活支援策 ⃝事業継続を確保するため
の支援策 ⃝非正規やフリーランスを含む雇用の維持・確保のための支
援策 ⃝景気全体を浮揚させるための支援策の四本柱。
政府は速やかなる実施を！

4月3日、総理は「収入減の世帯に一世帯30万円の給付で調整」
との報道。これに対し、SNSや現場の皆様から支援に線引きを
しないで欲しい。学校休業で光熱費、食費が増加している。仕
事の減少で収入減。みんなが困っている。何とか経済的支援を、
とのお声多数。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月3日
一律10万円給付、沢山のお声を頂戴しました。ありがとうございます。
公明党青年委員会としては、以下のように考えます。一刻も早く全国
民一人当たり10万円の現金給付をすべき。頑張ります！

“大衆と共に”の立党精神を胸に、私たち公明党青年委員会は「全
国民一人あたり10万円の現金給付をすべき」と訴え続けました。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月3日
困っているのは、大半の国民の皆さん。不安を取り払う事が緊急経済
対策。生きるための必死さに線引きなし。線引き必要なし。

4月7日、力及ばず、ご期待に応えられず、一世帯30万円で閣議
決定。公明党への失望など厳しいお声多数。一方で、何として
も一律10万円給付実現をとの切実なご要望が。社会の分断を
生んではいけない。国民の皆様全てが困っている。やはり一人
一律10万円給付が必要との信念で党内外に訴え続けました。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月7日
緊急経済対策、一律10万円給付とはなりませんでした。社会の分断に
つながらないよう、引き続き訴えていきます。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月12日
現場の皆様の声。 ⃝5、6月以降の仕事がない ⃝国民全員で乗り越え
るべき戦い。分断はあってはならない ⃝やはり一律10万円を期待

4月14日、自民党二階幹事長、「所得制限付きで一人10万円支
給」を政府に求める発言。しかし、分断はなくならない。シンプ
ルに一人一律10万円の見舞金を訴え続ける。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月15日
ようやく１人10万円の声が。しかし！分断はなくなりません。シンプ
ルに一律10万円の見舞金を。
もうひと声、もう一段登れば、より国民は団結へ。

所得制限付きで１人10万円支給を 自民 二階氏 政府に要求へ

4月15日、青年の声、現場の声、声なき声を一身に、山口代表、
安倍総理大臣に「所得制限を設けず、一人一律10万円給付を」
と直談判。安倍総理「方向性を持って検討する。」と応じる。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月15日
現場の声、国民の声、声なき声、総理に届く。
安倍総理、歴代最長の総理なら決断できるはずです。あの時国民を団
結させた、と歴史が必ず証明

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、安倍総理大臣は、公明党
の山口代表から、さらなる経済対策として、所得制限を設けず、国
民１人当たり現金10万円を給付するよう要請を受け「方向性を持っ
て検討する」と述べました。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月15日
大衆とともに語り、大衆とともに戦い。
山口代表の勝負感。一致結束して、国民の皆様の負託に応えていきます。

山口なつお 　　@yamaguchinatsuo 4月15日
総理と会談し、緊急事態宣言後、広範な影響が及ぶ状況を踏
まえ、国民に連帯のメッセ―ジを送る趣旨で、所得制限なく
１人当たり10万円給付の決断を促しました。総理も方向性
を持って検討すると言われました。国民の窮状を敏感に受
け止め、励ましの思いを伝えるべく、政治が応えなければな
りません。

4月16日、安倍総理「一人一律10万円、所得制限設けず一律給
付を決断。補正予算組み替えを指示」と山口代表へ伝達。

三浦のぶひろ 　　@miura_nobuhiro 4月16日
政府・与党、一致結束。
国民が大変な被害を受けている。一日も早い補正予算成立、現場へ。
さあ、政府も財務省も議員もこれからがスピード勝負。
フェア、アンフェア等と言ってる暇は霞ヶ関、永田町にはない。

4月27日、1次補正予算国会提出、4月30日、スピード成立。

一貫して訴え続けた、 
一人一律10万円の特別定額給付金が実現。 
国民の連帯の証として分断なく全国の皆様に。

2020年4-6月期のGDPは年率換算マイナス20％程度と戦後最悪との見通しが。日本再生へ、経済対策、事業者支援
は待ったなし。持続化給付金の創設と対象拡大、手続きの簡素化、国の補助金、家賃補助、雇用調整助成金の拡充
対応に全力で取り組んできました。経済回復へ、具体的支援を迅速に。日本の企業の未来を創るために戦います。

中小企業の経営を支え、活力を生み出
す補助金制度の利便性向上と拡充

に全力。生産性革命推進事業の“ものづ
くり補助金”は、これまで補正予算で計上
され、持続性に不安がありました。賃上げ、
生産性革命への投資の後押しとなる安定
財源化を強力に推進し、本年度当初予算
化を実現。一方、ものづくり補助金の募集
要件が複雑で申請書類が多すぎる現状を
改善して欲しいとの現場の要望が。そこで、
3月10日、参議院経済産業委員会にて「申
請手続の簡便化、使い勝手の向上、可及的
速やかに前倒しして公募開始を」と質問。
梶山経済産業大臣は、「生産性革命推進事
業を活用し、サプライチェーン毀損に対
応するための設備投資や販路開拓等の取
組を支援する。」とした上で、

	● 本日から公募開始。交付決定前の経費
も対象とするなど柔軟な取扱いを行う。
	● 補助金手続きを簡素化し、ものづくり
補助金では、今回から支援機関確認不
要、申請書添付書類の数を半減する。
	● 採択後の手続きも補助金共通システム

（J-グランツ）を利用し、全て電子上で。
	● 電子化を進め、事業者の属性に応じて
最適な補助金メニューを推薦するサー
ビスも4月に提供開始。

との答弁が。補助金申請の大幅な簡素化、
電子化が実現しました。
ウィズ／アフターコロナの日本は、ICT
機器を活用したテレワーク、自動化、デジ

タル化が加速。国会質疑を通し、ものづ
くり、IT導入補助金を活用した事業継続、
経営の多様化、柔軟性強化の支援を政府
に要望。「ものづくり、IT導入補助金は今
年から通年公募とする。複数の締め切り
を設けて審査、採択。中小企業の業種別
の感染予防ガイドラインに沿った前向き
な投資を後押しする。補助率を引き上げ
支援を強化。２次補正予算に計上。事業
継続、再開を強力に支援する。」と中野大
臣政務官。補助金予算の増額、申請の自
由度の向上が実現。中小企業・小規模事業
者の皆様に活力を！更なる支援拡充へ、
全力を尽くします！

中小企業の経営、生産性革命を全力支援
技術・知見を護り、雇用を守り、収益を向上し、人手不足を乗り越えて、希望ある経済環境構築へ

コロナ禍における
BCP(事業継続計画)策定支援へ

ものづくり補助金、IT導入補助金の利便性向上が前進！

中小企業強靱化法で現在認定を受けている多く
の事業継続力強化計画は自然災害への備えにつ
いてのみ。
感染症等へのリスクに関する内容を強化する。

BCPの中に疫病発生時のリスク管理等を含
めて、策定段階から支援を。
感染症による課題等を調査し、回復、リスク
回避への情報を収集し事前対策強化せよ。

三浦のぶひろ

中野大臣政務官

※2020年6月現在

経済産業委員会

閣議決定
BCP 6億予算化

事業継続力強化策定手引き公表
税制優遇・金融支援策
BCP策定支援実施へ

政治は結果



今、困っている事マスク足りません　消毒アルコール足りません　ヘルパー足りません　自分が、いつ感染者や、濃厚接触者になるかわからないので、妊娠中の娘や孫に会えません　毎日の報道では、医療従事者の現場ばかりクローズアップされていますが、訪問介護従事者も、同じです、通所サービスは、閉鎖病院からも、受け入れされない　独居の高齢者は、どうしたら良いのでしょうか？　遠方の家族はコロナに感染するのが、怖いので、親元に

は来ません　熱を出し、医療機関に連絡しても　解熱剤を処方され、しばらく様子をみて！と自宅に戻される　そんな高齢者の世話は誰がみるのでしょうか？　私達訪問介護ヘルパーは、日頃の信頼関係と、使命感で、高齢者のお宅へ行って　在宅生活の支援をしています。しかし、私達にも、大切な家族がいます家族から、自分が、感染したらどうするんだ！仕事を辞めろ！と言われるヘルパーもいます　ヘルパー自身から、コロナが怖いから　仕事

休みます！との申し出も有ります。　私達は、マスクや、消毒アルコールが手に入らず、自腹を切ってインターネットで、購入して仕事をしています。市から支給されたマスクは、数十名のヘルパーに、配布すると 1 人 5 枚程度です。洗って再利用手作りマスクの活用アルコール不足は次亜塩素酸で、代用出来る限りの努力は、訪問介護事業所内で協力して行っています。ここ数日、小池都知事がスーパーなどの入場制限 !! と言っています。

ヘルパーは、時間で動いています。自分で買い物に行けない高齢者のスーパーへの買い物代行　今、30 分で済んでいたものが、レジの行列で、倍の時間がかかります。障がい者の方との車イスでの買い物も、同様、列に並び、周りの方々から冷ややかな視線を、感じます。もし、入場制限をされてしまったら、ヘルパーの訪問が、入場時間外だったら、スーパーで、買い物が出来なくなってしまいます。それなら、入場時間帯に、私ヘルパーが、行けば

良い？私達ヘルパーは、時間で動いています。1 日に、数件の訪問オムツ交換、入浴介助、洗濯、掃除に買い物、一件、1 時間時間をずらすとしたら、次の方の生活に、支障が出てしまいますヘルパーの訪問の後に、訪問看護師さん、訪問リハビリの方、通院や、往診医の訪問などなどたくさんのケアスタッフの方がいて高齢者、障がい者の方の在宅生活を支えています。入場制限をするにしても、どうか、訪問介護サービスを利用されている方の為何

か配慮をして頂きたい例えば、訪問介護ヘルパーの身分証を携帯していれば、制限対象外にしてくだされば、お金も、かからず今のサービスを継続することが出来ます。どうか、高齢者、障がい者の方々の日々のささやかな普通の生活をそして、訪問介護ヘルパーの感染予防に少しだけ、支援の力と耳を傾けて頂けないでしょうか？

入所者に関して、普段服用している医薬品について、今後入手しづらくなると担当の薬剤師から話しがあった。理由は定かではないが、医療機関が逼迫している状況のためか。

タブレット端末の導入利用者が家族含め、面会禁止になりストレスが溜まっています。家族に会えないことがすごくさみしい。電話で家族と話せるよう対応もしているが、それしかできない利用者、それもできない利用者も多いです。家族と顔を向き合えるようなシステム、高齢者が喜ぶ画面の大きいタブレット端末の導入は喜ばれます。家族の顔を見る、声を聞くだけでもかなり変わるのではないでしょうか。

面会等、家族を含め外部からの訪問者への対応がとても難しい。※専門的なマニュアルを共有してほしい。

特別養護老人ホームへの訪問客全面的入館禁止に伴う、入居者の認知症の進行加速の懸念がある。面会手法について考慮願いたい。

行政サービスが積極的に訪問を自粛している分、地域包括など半官半民の組織に現場対応のしわ寄せが来ている。危険手当のような、何らかの補償があればありがたい。

飲食店ではデリバリーなど新規事業に挑戦した場合、資金の援助が出ると聞いた。介護業界でも同じような援助を受けられるようにしてほしい。

感染者の状況把握感染者にまつわる細かな情報が欲しいです。感染者の通勤ルートや、スーパー等、よく訪れていたエリアなど。個人情報だから難しいのかもしれないが、それがわかれば、こちらも感染源を避ける努力ができます。ウイルスを持ち込むと、重篤な状況に直結する職場なので、介護業界にだけでもそうした情報提供をしてもらいたいです。

介護施設等で働くヘルパーへの直接的な支援あるいは施設への環境整備目的か施設の判断で活用できる補助制度の創設について要望致します。

社会的機能を維持していくため、休業にできない施設で働く使命は十分自覚しているが、休業要請のあった業態は補償があるが、自分たちは常に感染の危険性が高い職場で働き、補償もない。いつ自分が感染するか、また、感染させてしまうかという不安の中で働いている。

介護福祉従事者への特別手当会社はパートの休業補償は考える中で、正規職員の手当の話までは届いていません。できれば、特別手当がほしい。コロナが明けてから給付金が出るというのではなくて、この期間に、「手当が出る」と決まれば希望になる。頑張ろうかなと思える。医療従事者と同じように考えて頂けないでしょうか。

わたしは現在、高齢者の福祉施設に勤めています。率直に言いますと、自覚症状の無い自分のせいで高齢者の方々に何かあったらとストレスを抱えながら働いています。施設側も感染者を出さないために全力を尽くしてますし、わたしもそれに従っています。病院に勤めている人達はこの倍以上に神経を尖らせていると思います。他の方々も言っていると思いますが、医療従事者に対して手厚い補償(マスク・消毒等)と偏見を無くしていただくようお願いします。

グループホームやサ高住などの施設サービス　※介護・障害とも）・コロナウイルスの疑いがある利用者さんが自宅療養になった場合、施設の職員が対応しないといけないが、防護服やゴーグルなど感染予防品が不足していて、もしその方が感染していて発症した場合、感染する確率が高い。医療の最前線の分野が優先されるのもわかるが、順次、レッドゾーンに近い介護などの分野への、物品支給や対応の仕方のレクチャーなどを行ってほしい。

私は高齢者通所介護施設に勤務しております。今、青森県は拡大が押さえられ、勤務するデイサービスでも感染予防対策をとりながら営業を続けております。しかし、今後の状況によってはどうなるかわかりません。特別に認められた訪問での利用者様への対応といった日が来るかもしれません。また、報道でも取り上げられていましたが、訪問介護での対応が増えつつありながら、防護服等の必要物品が、政府に支援要請しても応じてもらえないとい

うことでした。医療の現場が最優先と思いますが、介護の現場も、マスクと消毒液だけでは、もう安全を守れないと思います。どうか助けてください。介護の手をさしのべなければ、高齢者ご本人のみならず、ご家族も守れないと思います。福祉の党だからこそ、心からお願いします。お願いします。

マスク、消毒液の確保市からマスクの提供があったが、20 枚くらいしかなく、すぐ消費してしまいました。会社から「利用者に関わる際の感染症対策を徹底」と言われているため、必ずマスクを着用しなければならない。施設の備蓄はないため、マスクは個人で準備している現状です。布マスクを作って着用している人もいます。国から支給される布マスクだとあごまで覆えないめ、利用者が不安になります。不織布マスクの方が見た目も安心できるよ

うです。消毒して繰り返し使うようにしているが、限界があるため、現状ではどんなに高かろうと、マスクを見つけたら購入していますが、50 枚入り１箱 4000 円を個人負担で今後も購入し続けるのは正直きついです。また、消毒液も多く使用します。高齢者を多く対象とするため、手口等を拭った後にこまめに使用。排泄補助も必要なため、除菌ウェットティッシュや消毒液は多く使用します。これらを疎かにすると不衛生につながり、コロナに直結

します。したがって、マスク・消毒液の確保は介護福祉従事者には必須です。

胃ろうや喀痰吸引などを行う重度者への介護に必要な消毒液などの医薬品が不足している。支給されている地域もあるが、市場への供給が落ち着くまでは定期配布して頂けるとありがたい。

マスクなどの感染対策用品の支給が事業所単位なので、事業所の規模によっては不足しているところがある。『人』に対して対応できるように、現場から吸い上げる（※行政として受け付ける）仕組みも作ってほしい。

在宅介護や在宅看護をしている世帯への物資の支援を要望します。特に消毒液が手に入らないため呼吸器などの消毒に困ります。

独居の利用者が感染しているものの、入院のレベルでない場合、その利用者宅への訪問をせざるをえない状況も生じますが、介護現場へ防御服他の支援といった具体的な対応が求められます。

知的障がい者や精神障がい者の方がもし感染した場合、隔離施設で医療従事者以外の専門の方がいらっしゃるのか不安だという利用者の声がある

・精神的なケアの必要性前述の通り、細心の注意を払って従事しているが、スタッフの精神的な負荷は限界に来ています。こうしたスタッフへの精神的なケアも必要性を強く感じています。また、訪問ケアの婦人看護師は、ご近所の方から緊急事態宣言下での従事に叱責を受け、差別を感じています。こうした介護福祉従事者への配慮も必要ではないでしょうか。

介護職員の人員基準を見直してもらいたい。現在の人員基準は「3:1」です。ただし、この基準は看護師または介護職員であり、純粋に介護職員の人数としてみれば「3:1」よりも少ない人数となるのが現状です。看護師の人数が多くなれば、その分、介護職員が減っていくことにもなります。ですが、看護師と介護職員では専門性が異なるため、別々の業務を遂行していることがほとんどです。結果として「10:1」で介護にあたっている施設もでています。

ここに対する対策で、人員の多い配置に対して加算を設けられていますが、このシステムでは、人員を多く配置し、加算が算定できる施設は収入を得られる反面、配置できずに算定できない施設は、収入が減り、支出を削減するために人数の多い介護職員が減らされてしまうという悪循環が生まれてしまっているところも少なくありません。リハビリのように行うことで加算が算定され、収入が増えるようなものが介護には少なく、介護の働き自体がな

かなか理解されない状況もあるように感じます。介護職員の人員基準について、見直して頂けると大変にありがたいです。

在宅での時間が増えているので、ご利用者さんからの要望の内容が多岐にわり、頻度も増している。緊急事態宣言が出ている間だけでも、サービスとサービスの間を 2 時間あけないといけないルールを撤廃してほしい。また身体と生活を複合的に行うサービスに関しても、一定量認めてほしい。

訪問活動の自粛や外出規制から、独居老人の孤立化が進んでいる。３密を避けた訪問・見回りの方法で個人への安否確認・状況掌握も介護サービスとして認定してもらえるサービス項目を新設して欲しい。

生活介護などの施設系サービスが休止したり、自主的に利用を控える利用者さんが増加する中で、在宅での介護サービスの需要が高まっているが、居宅介護の時間を目一杯使っていて対処できないところがある。施設系の単位の組み換えを行い、時間を増やすことは出来ないか？（障がい）

・訪問活動の自粛や外出規制から高齢者の方の ADL の低下、認知症の進行などが懸念される。ウイルス対策をしっかり行った施設でのリハビリなど、安心して通える専門施設の再開を行政主導でお願いしたい。

デイサービスと入所介護の併設された介護施設で働いています。今月に入り、デイサービス利用者は半減。コロナ感染を恐れ、利用者さん自身が利用を控えている。この状況が数カ月続くと施設の経営に影響する。一方で、自粛として閉鎖している施設があるため、他の施設の利用者への新規営業もしている。今日も新規営業で従前の事業範囲を超えての地域にあるご家庭に足を運んだ。

障害者の通所施設・地域生活支援センター（地活 1 型）5 月から曜日指定で在宅ワークの導入を考えています。支援を電話相談のみ対応するというものです。しかし本来は直接支援が主のため電話のみでは不安が残ります。閉所するにも市の委託事業のため市と法人の判断が必要です。利用者のことを考える上で自身のリスクとの狭間で支援しています。市がアルコールスプレーを配ったのはありがたかったです。マスク以外にも現場で必要とされてい

る物資があると思います。非接触の体温計とかあると非常に助かりますが、、

介護士自体も高齢化しており、感染した場合の命のリスクを考えると、責任感のみで働かせるわけにはいかない。できれば休業させたいが、人手不足のため、困難。人員の補助、保障の課題を解決してほしい。

今回のコロナウイルスによる自粛等で失職した方などを介護業界に斡旋やマッチングできるような仕組みなどができないでしょうか ? 介護職の業務内容には、高齢者の直接介護 ( 食事・排泄・入浴等 ) 以外に、清掃や環境整備、調理、買い物、車の送迎、家族との相談、設備修理など事業形態によって多岐にわたります。これらの業務を担う職員が入ることで、介護職員の業務負担軽減を図ることもできます。( タクシードライバーの方が送迎を、飲食

の方が調理や清掃など ) 紹介会社もありますが、選ぶ職員側が介護を選ばなければ事業所とマッチングしません。どうしても「介護」のイメージで敬遠されてしまう部分があります。

『医療サポート』の必要な利用者さんへのフォローが課題となっております。外部の病院へ通院している利用者に対して、感染リスクを避ける為に家族に代理受診をお願いしておりますが、医師として直接診察しないと薬の変更が出来ず、変えて欲しい事があっても薬が変えられないということがあります。そういった施設に入っている利用者に対して、病院と連携し、訪問医などを使い診察してもらえたら嬉しいかと思います。

訪問介護近隣の大きな病院でコロナ受け入れをする為、入院の必要がそこまでない高齢者を退院させたが、その影響で訪問介護やデイサービスに流れ込みてんやわんやとなっている。医療機関と地域介護事業者との連携を行政が仲介して整理すべきである。

介護・障がい福祉の現場へ支援拡充が決定！
三浦のぶひろが声を集約

社会を支え、命を守る仕事に従事する

エッセンシャルワーカーに感謝！

●1975年3月5日生まれ、45歳。横浜市港南区在住。●家族は妻と娘と愛犬。●宮城県仙台市出身。福島県立福島高校、千葉工業
大学金属工学科を卒業後、防衛大学校精密機械工学科（現機械システム工学科）助手に。●2003年、東京工業大学にて工学の博士
号取得。４年おきに開催される先進発電機器材料の国際会議で、最優秀の発表者に贈られる「ベストポスター賞」を連続受賞（02年・
06年）。●2012年、防衛大学校で最年少の准教授に就任。●2016年7月、第24回参議院通常選挙神奈川選挙区初当選1期。
●参議院 決算委員会理事、経済産業委員会、政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会委員。●公明党青年局長・政務調査
会決算行政監視部会長・東海道方面幹事長・神奈川県本部代表代行。ロボット産業推進議員連盟会長。（2020年6月現在） ※細部調整中
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神奈川、全国から寄せられた介護現場の声を取りま
とめ、公明党の政策決定機関である政務調査会、所
管となる厚生労働部会長高木美智代衆議院議員に
対応を直談判。新型コロナウイルス感染症対策本部
に介護支援を検討する専門チームが必要だと懇願。
高木部会長、石田政調会長が決断。

党対策本部と政務調査会合同会議にて、「介護支援
検討チーム」を設置。即日、支援への具体策策定へ
協議を開始。現場の状況を整理、介護・障がい福祉
団体からヒアリング、厚労省担当部局との議論、課
題解決へ里見座長と共に具体的政策の詰め。

	⿟従事者への特別手当の支給
や補償
	⿟マスクや消毒液などの衛生
物資、防護機材の確保
	⿟感染防止などのガイドライ
ン整備と動画による現場へ
の徹底
	⿟在宅サービスの実態に即した
運用
	⿟在宅介護を受ける人の健康
管理、安否確認のためのICT
活用の支援

一、雇用調整助成金抜本的拡充・
新制度創設

二、家賃支援制度創設
三、学生支援仕組み創設
四、医療体制包括支援交付金全額

国費負担と現場へ強力な支援
五、金融機能強化

介護・障がい福祉従事の皆様へ
慰労金 の 支給 が 実現

施設・事業所に勤務し利用者と接する職員・従事者の皆様：5万円
その中で、感染症が発生あるいは濃厚接触者に対応した職員、従事者の皆様：20万円

感染症対策の徹底支援 感染症対策のための各種物品の購入費用支援。今後に備えた都道府県における消毒液・
一般用マスク等の備蓄の支援を通し、必要な防護資材が即座に介護の現場へ。

安倍総理 ２次補正編成指示。五つの柱を表明

緊急提言のPOINT

1月以降、新型コロナウイルス感染症が拡大し、神奈川でも猛威をふるい、４月に
は全国で緊急事態宣言が発令され、国民の皆様に外出自粛をお願いする状況に。

公明党神奈川県本部では、新型コロナウイルス感染症対策本部を設置。ネットワーク
力を生かし、現場での課題、解決すべき問題の情報を集約。社会を支え、命を守るため
に働かれているエッセンシャルワーカーの皆様。その中で、医療従事者への支援を、
とのご意見と共に、感染リスクの回避に必要な資機材がない中で、休むことなくサー
ビスを提供し続けている介護・障がい福祉の現場の従事者・職員の方々への支援を
求める声が多数寄せられました。

一方、公明党青年局長として、コロナウイルスによる影響につい
て全国の青年の声を聴き、政策へ反映するユーストークミーティ
ングを神奈川県内はもとより、全国各地を結んで実施。緊急事態
宣言発令以降はオンラインでの対話を重ねて参りました。全国
から、介護現場の実情と対策について対応を急いで欲しいとの
悲痛な叫びとも言える要望をいただきました。

現場に結果を届ける。行動開始！

三浦のぶひろ miura-nobuhiro.com
twitter.com/miura_nobuhiro

www.facebook.com/miura.nob

介護・障がい福祉の現場の皆様。
“政治を動かすお声”ありがとうございました。

政府に対し、予算措置、制度運用改善、環境整備等を求める提言へ、取りまとめ作業。

公明党 ２次補正予算案の編成に向けた提言
菅官房長官へ

5月27日 2次補正予算案閣議決定

6月12日 2次補正予算成立

「介護・障がい福祉分野の支援等拡充に向けた
緊急提言」を加藤厚生労働大臣に手交。
加藤大臣「議論を進め、
しっかりと対応していきたい」と答えた。

公明党青年委員会として
菅官房長官へ緊急提言申入れ

介護現場で働く若者とユーストークミーティング = 横浜市内

「しかし、介護の文字は入らず」

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 2兆2,370億円
　うち介護分4,132億円・障がい福祉サービス等分1,508億円を計上。

党として介護現場の支援予算確保へ戦い


